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(57)【要約】
【課題】収納時の厚みが極めて薄型で、広角端での画角
が広く、ズーミング比が３倍程度のズームレンズ系、撮
像装置及びカメラを提供する。
【解決手段】負パワーの第１、正パワーの第２、正パワ
ーの第３レンズ群を備え、第１レンズ群が少なくとも像
側凹面で、該像側凹面に透明樹脂層が設けられ、透光性
多結晶セラミックス製で負パワーの物体側レンズ素子と
、少なくとも物体側凸面で正パワーの像側レンズ素子と
からなり、ズーミング時に第１～第３レンズ群が光軸に
沿って移動し、条件：５．０＜αｉW＜２０．０及び（
ｎ11－１）・（ｎ12－１）≧０．８４（３．２＜ｆT／
ｆW、ωW＞３５で、αｉW：広角端の最大像高における
主光線の撮像素子入射角度、ｎ11、ｎ12：物体側、像側
レンズ素子の屈折率、ωW：広角端における半画角、ｆT

：望遠端における全系の焦点距離、ｆW：広角端におけ
る全系の焦点距離）を満足するズームレンズ系、撮像装
置及びカメラ。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から像側へと順に、負のパワーを有する第１レンズ群と、正のパワーを有する第
２レンズ群と、正のパワーを有する第３レンズ群とを備え、
前記第１レンズ群が、物体側から像側へと順に、少なくとも像側に凹面を持ち、該像側の
凹面に透明樹脂層が設けられた、透光性多結晶セラミックス製で負のパワーを有する物体
側レンズ素子と、少なくとも物体側に凸面を持ち正のパワーを有する像側レンズ素子との
２枚のレンズ素子からなり、
広角端から望遠端へのズーミングに際して、前記第１レンズ群、第２レンズ群及び第３レ
ンズ群すべてが光軸に沿って移動するとともに、
以下の条件（１）及び（２）を満足する、ズームレンズ系：
　５．０＜αｉW＜２０．０　　　　　　　　　・・・（１）
　（ｎ11－１）・（ｎ12－１）≧０．８４　　・・・（２）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
αｉW：広角端の最大像高における主光線の撮像素子入射角度（主光線が光軸から離れつ
　　　　つ撮像素子の受光面に入射する場合を正とする）、
ｎ11：物体側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｎ12：像側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項２】
　以下の条件（５）を満足する、請求項１に記載のズームレンズ系：
　０．１＜（ｎ11－１）・（ｎ12－１）・ｄ・ｆW／（ｒ12・ｒ21）＜０．３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（５）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
ｎ11：物体側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｎ12：像側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｒ12：物体側レンズ素子の像側面の曲率半径、
ｒ21：像側レンズ素子の物体側面の曲率半径、
ｄ：物体側レンズ素子の像側面と像側レンズ素子の物体側面との間の光軸上面間隔、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項３】
　以下の条件（６）を満足する、請求項１に記載のズームレンズ系：
　０．０００１＜（ｎ11－１）・（ｎ12－１）・ｄ2・ｆT／（ｒ12・ｒ21・ｆW）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜０．０４　　・・・（６）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
ｎ11：物体側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｎ12：像側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｒ12：物体側レンズ素子の像側面の曲率半径、
ｒ21：像側レンズ素子の物体側面の曲率半径、
ｄ：物体側レンズ素子の像側面と像側レンズ素子の物体側面との間の光軸上面間隔、
ωW：広角端における半画角（°）、
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ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項４】
　以下の条件（７）を満足する、請求項１に記載のズームレンズ系：
　１．０＜（ｒ12＋ｒ21）／（ｒ12－ｒ21）＜２．５　　・・・（７）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
ｒ12：物体側レンズ素子の像側面の曲率半径、
ｒ21：像側レンズ素子の物体側面の曲率半径、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項５】
　以下の条件（９）を満足する、請求項１に記載のズームレンズ系：
　２．４＜｜ｆG1｜／ｆW＜４．０　　・・・（９）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
ｆG1：物体側レンズ群の合成焦点距離、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項６】
　以下の条件（１０）を満足する、請求項１に記載のズームレンズ系：
　１．８５＜ｆG2／ｆW＜３．０　　・・・（１０）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
ｆG2：第２レンズ群の合成焦点距離、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項７】
　以下の条件（１１）を満足する、請求項１に記載のズームレンズ系：
　２．５＜ｆG3／ｆW＜６．０　　・・・（１１）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
ｆG3：第３レンズ群の合成焦点距離、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項８】
　以下の条件（１２）を満足する、請求項１に記載のズームレンズ系：
　１．０＜｜ｆL1｜／ｆW＜２．５　　・・・（１２）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
ｆL1：物体側レンズ素子の焦点距離、
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ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項９】
　以下の条件（１３）を満足する、請求項１に記載のズームレンズ系：
　２．０＜ｆL2／ｆW＜５．０　　・・・（１３）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
ｆL2：像側レンズ素子の焦点距離、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項１０】
　以下の条件（１４）を満足する、請求項１に記載のズームレンズ系：
　０．４＜｜ｆL1｜／｜ｆG1｜＜０．８　　・・・（１４）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
ｆL1：物体側レンズ素子の焦点距離、
ｆG1：第１レンズ群の合成焦点距離、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項１１】
　以下の条件（１５）を満足する、請求項１に記載のズームレンズ系：
　０．８５＜ｆL2／｜ｆG1｜＜２．０　　・・・（１５）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
ｆL2：像側レンズ素子の焦点距離、
ｆG1：第１レンズ群の合成焦点距離、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項１２】
　以下の条件（１６）を満足する、請求項１に記載のズームレンズ系：
　１．９＜ｆL2／｜ｆL1｜＜３．０　　・・・（１６）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
ここで、
ｆL1：物体側レンズ素子の焦点距離、
ｆL2：像側レンズ素子の焦点距離、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【請求項１３】
　第２レンズ群が、光軸に対して垂直方向に移動する、請求項１に記載のズームレンズ系
。
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【請求項１４】
　物体の光学的な像を電気的な画像信号として出力可能な撮像装置であって、
物体の光学的な像を形成するズームレンズ系と、
該ズームレンズ系により形成された光学的な像を電気的な画像信号に変換する撮像素子と
を備え、
前記ズームレンズ系が、
物体側から像側へと順に、負のパワーを有する第１レンズ群と、正のパワーを有する第２
レンズ群と、正のパワーを有する第３レンズ群とを備え、
前記第１レンズ群が、物体側から像側へと順に、少なくとも像側に凹面を持ち、該像側の
凹面に透明樹脂層が設けられた、透光性多結晶セラミックス製で負のパワーを有する物体
側レンズ素子と、少なくとも物体側に凸面を持ち正のパワーを有する像側レンズ素子との
２枚のレンズ素子からなり、
広角端から望遠端へのズーミングに際して、前記第１レンズ群、第２レンズ群及び第３レ
ンズ群すべてが光軸に沿って移動するとともに、
以下の条件（１）及び（２）：
　５．０＜αｉW＜２０．０　　　　　　　　　・・・（１）
　（ｎ11－１）・（ｎ12－１）≧０．８４　　・・・（２）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
（ここで、
αｉW：広角端の最大像高における主光線の撮像素子入射角度（主光線が光軸から離れつ
　　　　つ撮像素子の受光面に入射する場合を正とする）、
ｎ11：物体側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｎ12：像側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である）
を満足する、撮像装置。
【請求項１５】
　物体の光学的な像を電気的な画像信号に変換し、変換された画像信号の表示及び記憶の
少なくとも一方を行うカメラであって、
物体の光学的な像を形成するズームレンズ系と、該ズームレンズ系により形成された光学
的な像を電気的な画像信号に変換する撮像素子とを含む撮像装置を備え、
前記ズームレンズ系が、
物体側から像側へと順に、負のパワーを有する第１レンズ群と、正のパワーを有する第２
レンズ群と、正のパワーを有する第３レンズ群とを備え、
前記第１レンズ群が、物体側から像側へと順に、少なくとも像側に凹面を持ち、該像側の
凹面に透明樹脂層が設けられた、透光性多結晶セラミックス製で負のパワーを有する物体
側レンズ素子と、少なくとも物体側に凸面を持ち正のパワーを有する像側レンズ素子との
２枚のレンズ素子からなり、
広角端から望遠端へのズーミングに際して、前記第１レンズ群、第２レンズ群及び第３レ
ンズ群すべてが光軸に沿って移動するとともに、
以下の条件（１）及び（２）：
　５．０＜αｉW＜２０．０　　　　　　　　　・・・（１）
　（ｎ11－１）・（ｎ12－１）≧０．８４　　・・・（２）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
（ここで、
αｉW：広角端の最大像高における主光線の撮像素子入射角度（主光線が光軸から離れつ
　　　　つ撮像素子の受光面に入射する場合を正とする）、
ｎ11：物体側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、



(6) JP 2009-300919 A 2009.12.24

10

20

30

40

50

ｎ12：像側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である）
を満足する、カメラ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ズームレンズ系、撮像装置及びカメラに関する。特に本発明は、いわゆる沈
胴タイプのレンズ鏡筒に好適な、収納時の厚みが極めて薄型でありながら、広角端での画
角が広く、ズーミング比が３．２倍を超えるズームレンズ系、該ズームレンズ系を含む撮
像装置、及び該撮像装置を備えた薄型でコンパクトなカメラに関する。
【背景技術】
【０００２】
　デジタルスチルカメラやデジタルビデオカメラ等の、光電変換を行う撮像素子を持つカ
メラ（以下、単にデジタルカメラという）に対する小型化の要求は極めて強い。特に、市
場での販売台数が最も多い、ズーミング比が３倍程度のズームレンズ系を搭載したデジタ
ルカメラでは、収納時（非撮影時）にレンズ鏡筒の全長が短縮（沈胴）され、レンズ鏡筒
自体が外部に突出しない外装構造を持つ形態が人気を博している。また近年では、撮影範
囲が広い広角域を持つズームレンズ系も求められている。
【０００３】
　前記のごときデジタルカメラに好適なズームレンズ系として、例えば次のようなズーム
レンズ系が提案されている。
【０００４】
　例えば特許文献１には、物体側から順に、負パワーの第１レンズ群と正パワーの第２レ
ンズ群とを含み、広角端から望遠端への変倍時に第１、第２レンズ群の間隔が狭められ、
第１レンズ群が２枚以上のレンズから構成され、少なくとも３つのレンズ群が単レンズ又
は接合レンズのみから構成される変倍光学系が開示されている。
【０００５】
　特許文献２には、物体側から順に、複数のレンズを備えた負パワーの第１レンズ群と正
パワーの第２レンズ群とを含み、広角端から望遠端への変倍時に第１、第２レンズ群の間
隔が狭められ、第１レンズ群が少なくとも１つの非球面を有し、かつ、第１レンズ群にお
ける２つのレンズの屈折率差（絶対値）の最大値と、第２レンズ群の合成焦点距離と、望
遠端における最撮像素子側レンズ面の面頂点から撮像素子面までの光軸上の距離とが、全
て所定条件を満足する変倍光学系が開示されている。
【０００６】
　特許文献３には、物体側より像側へ順に、負の屈折力の第１レンズ群と正の屈折力の第
２レンズ群とを有し、ズーミング時に両レンズ群の間隔が変化し、第１レンズ群が負の屈
折力の第１１レンズと正の屈折力の第１２レンズとからなり、第２レンズ群が正の屈折力
の第２１レンズと負の屈折力の第２２レンズとからなり、第２１、第２２レンズのアッベ
数が所定条件を満足するズームレンズが開示されている。
【０００７】
　特許文献４には、物体側より像側へ順に、負の屈折力の第１レンズ群と正の屈折力の第
２レンズ群と正の屈折力の第３レンズ群とを有し、ズーミング時に各レンズ群の間隔が変
化し、第１レンズ群が１枚の負レンズと１枚の正レンズとからなり、第２レンズ群が、１
枚の正レンズと１枚の負レンズとからなる第２ａレンズ群と、第２ａレンズ群の像側に配
置され、少なくとも１枚の正レンズを有する第２ｂレンズ群とからなり、第３レンズ群が
少なくとも１枚の正レンズを有し、第２レンズ群の広角端、望遠端での結像倍率と、第１
、第２レンズ群の広角端での間隔と、第２、第３レンズ群の望遠端での間隔とが所定条件



(7) JP 2009-300919 A 2009.12.24

10

20

30

40

50

を満足するズームレンズが開示されている。
【０００８】
　特許文献５には、物体側より像側へ順に、負の屈折力の第１レンズ群と正の屈折力の第
２レンズ群と正の屈折力の第３レンズ群とを有し、ズーミング時に各レンズ群の間隔が変
化し、第２レンズ群が、物体側より像側へ順に正レンズと負レンズとからなる第２ａレン
ズ群と、第２ａレンズ群の像側に配置され、少なくとも１枚の正レンズを含む第２ｂレン
ズ群とを有し、広角端での半画角と、第１、第２レンズ群の焦点距離と、広角端での全系
の焦点距離とが所定条件を満足するズームレンズが開示されている。
【０００９】
　特許文献６には、物体側より順に、負の屈折力の第１レンズ群と正の屈折力の第２レン
ズ群と正の屈折力の第３レンズ群とを有し、各レンズ群の間隔を変化させて変倍し、第２
レンズ群が物体側の単レンズと像側のレンズ成分とのあわせて２つのレンズ成分にて構成
され、単レンズの物体側、像側の曲率半径とレンズ光軸上肉厚とが所定条件を満足するズ
ームレンズが開示されている。
【００１０】
　特許文献７には、物体側より像側へ順に、負の屈折力の第１レンズ群と正の屈折力の第
２レンズ群と正の屈折力の第３レンズ群とを有し、ズーミング時に各レンズ群の間隔が変
化し、第１レンズ群が物体側から像側へ順に１枚の負レンズと１枚の正レンズとからなり
、第２レンズ群が物体側から像側へ順に正レンズと正レンズと負レンズと正レンズとから
なり、広角端から望遠端へのズーミング時に第３レンズ群が像側に移動するズームレンズ
が開示されている。
【００１１】
　特許文献８には、物体側より像側へ順に、負の屈折力の第１レンズ群と正の屈折力の第
２レンズ群と正の屈折力の第３レンズ群とを有し、ズーミング時に各レンズ群の間隔が変
化し、広角端から望遠端へのズーミング時の第２レンズ群の移動量と、広角端での第２、
第３レンズ群の間隔と、第１、第２レンズ群の焦点距離と、広角端での全系の焦点距離と
が所定条件を満足するズームレンズが開示されている。
【００１２】
　特許文献９には、物体側より順に、２成分からなる第１レンズ群と１成分からなる第２
レンズ群を少なくとも有し、変倍時に、少なくとも第１、第２レンズ群の間隔が変化し、
第１、第２レンズ群が共に非球面を有し、第１レンズ群の少なくとも１つの非球面Ａの近
軸曲率半径と、最軸外主光線が非球面Ａを通過するときの交点、光軸間の距離とが所定条
件を満足するズームレンズが開示されている。
【００１３】
　特許文献１０には、物体側より像側へ順に、負の屈折力の第１レンズ群と正の屈折力の
第２レンズ群とを有し、各群の間隔を変化させて広角端から望遠端への変倍を行い、第１
レンズ群が物体側から順に、負レンズと正レンズとの２枚で構成され、正レンズのアッベ
数、正レンズの屈折率、負レンズの屈折率が所定条件を満足するズームレンズが開示され
ている。
【００１４】
　特許文献１１には、物体側より順に、負の屈折力の第１レンズ群と正の屈折力の第２レ
ンズ群と正の屈折力の第３レンズ群とからなり、各レンズ群の間隔を変化させて変倍を行
い、第１レンズ群が負レンズと正レンズとの２枚で構成され、第２レンズ群が２枚の正レ
ンズと１枚の負レンズから構成され、第３レンズ群が１枚の正レンズで構成され、第１レ
ンズ群の負レンズの屈折率、正レンズの屈折率が所定の条件を満足するズームレンズが開
示されている。
【特許文献１】特開２００５－３３１８６０号公報
【特許文献２】特開２００６－０１１０９６号公報
【特許文献３】特開２００６－０２３６７９号公報
【特許文献４】特開２００６－０６５０３４号公報
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【特許文献５】特開２００６－０８４８２９号公報
【特許文献６】特開２００６－１３９１８７号公報
【特許文献７】特開２００６－１７１４２１号公報
【特許文献８】特開２００６－２０８８９０号公報
【特許文献９】特開２００６－３５００２７号公報
【特許文献１０】特開２００６－１９４９７４号公報
【特許文献１１】特開２００６－２２０７１５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　しかしながら、前記特許文献１～１１に開示の光学系はいずれも、デジタルカメラに適
用し得る程度のズーミング比を有するものの、広角端での画角の広さ及び小型化が同時に
実現されたものではなく、特に小型化の点では、近年のデジタルカメラにおける要求を満
足し得るものではない。
【００１６】
　本発明の目的は、いわゆる沈胴タイプのレンズ鏡筒に好適な、収納時の厚みが極めて薄
型でありながら、広角端での画角が広く、ズーミング比が３倍程度のズームレンズ系、該
ズームレンズ系を含む撮像装置、及び該撮像装置を備えた薄型でコンパクトなカメラを提
供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　上記目的の１つは、以下のズームレンズ系により達成される。すなわち本発明は、
物体側から像側へと順に、負のパワーを有する第１レンズ群と、正のパワーを有する第２
レンズ群と、正のパワーを有する第３レンズ群とを備え、
前記第１レンズ群が、物体側から像側へと順に、少なくとも像側に凹面を持ち、該像側の
凹面に透明樹脂層が設けられた、透光性多結晶セラミックス製で負のパワーを有する物体
側レンズ素子と、少なくとも物体側に凸面を持ち正のパワーを有する像側レンズ素子との
２枚のレンズ素子からなり、
広角端から望遠端へのズーミングに際して、前記第１レンズ群、第２レンズ群及び第３レ
ンズ群すべてが光軸に沿って移動するとともに、
以下の条件（１）及び（２）：
　５．０＜αｉW＜２０．０　　　　　　　　　・・・（１）
　（ｎ11－１）・（ｎ12－１）≧０．８４　　・・・（２）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
（ここで、
αｉW：広角端の最大像高における主光線の撮像素子入射角度（主光線が光軸から離れつ
　　　　つ撮像素子の受光面に入射する場合を正とする）、
ｎ11：物体側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｎ12：像側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である）
を満足する、ズームレンズ系
に関する。
【００１８】
　上記目的の１つは、以下の撮像装置により達成される。すなわち本発明は、
物体の光学的な像を電気的な画像信号として出力可能な撮像装置であって、
物体の光学的な像を形成するズームレンズ系と、
該ズームレンズ系により形成された光学的な像を電気的な画像信号に変換する撮像素子と
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を備え、
前記ズームレンズ系が、
物体側から像側へと順に、負のパワーを有する第１レンズ群と、正のパワーを有する第２
レンズ群と、正のパワーを有する第３レンズ群とを備え、
前記第１レンズ群が、物体側から像側へと順に、少なくとも像側に凹面を持ち、該像側の
凹面に透明樹脂層が設けられた、透光性多結晶セラミックス製で負のパワーを有する物体
側レンズ素子と、少なくとも物体側に凸面を持ち正のパワーを有する像側レンズ素子との
２枚のレンズ素子からなり、
広角端から望遠端へのズーミングに際して、前記第１レンズ群、第２レンズ群及び第３レ
ンズ群すべてが光軸に沿って移動するとともに、
以下の条件（１）及び（２）：
　５．０＜αｉW＜２０．０　　　　　　　　　・・・（１）
　（ｎ11－１）・（ｎ12－１）≧０．８４　　・・・（２）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
（ここで、
αｉW：広角端の最大像高における主光線の撮像素子入射角度（主光線が光軸から離れつ
　　　　つ撮像素子の受光面に入射する場合を正とする）、
ｎ11：物体側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｎ12：像側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である）
を満足する、撮像装置
に関する。
【００１９】
　上記目的の１つは、以下のカメラにより達成される。すなわち本発明は、
物体の光学的な像を電気的な画像信号に変換し、変換された画像信号の表示及び記憶の少
なくとも一方を行うカメラであって、
物体の光学的な像を形成するズームレンズ系と、該ズームレンズ系により形成された光学
的な像を電気的な画像信号に変換する撮像素子とを含む撮像装置を備え、
前記ズームレンズ系が、
物体側から像側へと順に、負のパワーを有する第１レンズ群と、正のパワーを有する第２
レンズ群と、正のパワーを有する第３レンズ群とを備え、
前記第１レンズ群が、物体側から像側へと順に、少なくとも像側に凹面を持ち、該像側の
凹面に透明樹脂層が設けられた、透光性多結晶セラミックス製で負のパワーを有する物体
側レンズ素子と、少なくとも物体側に凸面を持ち正のパワーを有する像側レンズ素子との
２枚のレンズ素子からなり、
広角端から望遠端へのズーミングに際して、前記第１レンズ群、第２レンズ群及び第３レ
ンズ群すべてが光軸に沿って移動するとともに、
以下の条件（１）及び（２）：
　５．０＜αｉW＜２０．０　　　　　　　　　・・・（１）
　（ｎ11－１）・（ｎ12－１）≧０．８４　　・・・（２）
　（ただし、３．２＜ｆT／ｆW、ωW＞３５）
（ここで、
αｉW：広角端の最大像高における主光線の撮像素子入射角度（主光線が光軸から離れつ
　　　　つ撮像素子の受光面に入射する場合を正とする）、
ｎ11：物体側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｎ12：像側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ωW：広角端における半画角（°）、
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ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である）
を満足する、カメラ
に関する。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、いわゆる沈胴タイプのレンズ鏡筒に好適な、収納時の厚みが極めて薄
型でありながら、広角端での画角が広く、ズーミング比が３．２倍を超えるズームレンズ
系を提供することができる。さらに本発明によれば、該ズームレンズ系を含む撮像装置、
及び該撮像装置を備えた薄型でコンパクトなカメラを提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　（実施の形態１～７）
　図１は、実施の形態１に係るズームレンズ系のレンズ配置図である。図４は、実施の形
態２に係るズームレンズ系のレンズ配置図である。図７は、実施の形態３に係るズームレ
ンズ系のレンズ配置図である。図１０は、実施の形態４に係るズームレンズ系のレンズ配
置図である。図１３は、実施の形態５に係るズームレンズ系のレンズ配置図である。図１
６は、実施の形態６に係るズームレンズ系のレンズ配置図である。図１９は、実施の形態
７に係るズームレンズ系のレンズ配置図である。
【００２２】
　図１、４、７、１０、１３、１６及び１９は、いずれも無限遠合焦状態にあるズームレ
ンズ系を表している。各図において、（ａ）図は広角端（最短焦点距離状態：焦点距離ｆ

W）のレンズ構成、（ｂ）図は中間位置（中間焦点距離状態：焦点距離ｆM＝√（ｆW＊ｆT

））のレンズ構成、（ｃ）図は望遠端（最長焦点距離状態：焦点距離ｆT）のレンズ構成
をそれぞれ表している。また各図において、（ａ）図と（ｂ）図との間に設けられた折れ
線の矢印は、上から順に、広角端、中間位置、望遠端の各状態におけるレンズ群の位置を
結んで得られる直線である。したがって、広角端と中間位置との間、中間位置と望遠端と
の間は、単純に直線で接続されているだけであり、実際の各レンズ群の動きとは異なる。
さらに各図において、レンズ群に付された矢印は、無限遠合焦状態から近接物体合焦状態
へのフォーカシングを表す。すなわち、無限遠合焦状態から近接物体合焦状態へのフォー
カシングの際の移動方向を示している。
【００２３】
　各実施の形態に係るズームレンズ系は、物体側から像側へと順に、負のパワーを有する
第１レンズ群Ｇ１と、正のパワーを有する第２レンズ群Ｇ２と、正のパワーを有する第３
レンズ群Ｇ３とを備え、広角端から望遠端へのズーミングに際して、これら第１レンズ群
Ｇ１、第２レンズ群Ｇ２及び第３レンズ群Ｇ３すべてが光軸に沿って移動する（以下、こ
のレンズ構成を、実施の形態の基本構成という）。各実施の形態に係るズームレンズ系は
、これら各レンズ群を所望のパワー配置にすることにより、３．２倍を超えるズーミング
比を達成し、高い光学性能を保持しつつ、レンズ系全体の小型化を可能にしている。
【００２４】
　なお図１、４、７、１０、１３、１６及び１９において、特定の面に付されたアスタリ
スク＊は、該面が非球面であることを示している。また各図において、各レンズ群の符号
に付された記号（＋）及び記号（－）は、各レンズ群のパワーの符号に対応する。また各
図において、最も右側に記載された直線は、像面Ｓの位置を表し、該像面Ｓの物体側（像
面Ｓと第３レンズ群Ｇ３の最像側レンズ面との間）には、光学的ローパスフィルタや撮像
素子のフェースプレート等と等価な平行平板が設けられている。さらに各図において、第
１レンズ群Ｇ１の最像側レンズ面と第２レンズ群Ｇ２の最物体側レンズ面との間には、絞
りＡが設けられている。
【００２５】
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　図１に示すように、実施の形態１に係るズームレンズ系において、第１レンズ群Ｇ１は
、物体側から像側へと順に、物体側に凸面を向けた負メニスカス形状で、その像側面に透
明樹脂層Ｌ２が設けられた、高屈折率を有する透光性多結晶セラミックス製の物体側レン
ズ素子Ｌ１と、物体側に凸面を向けた正メニスカス形状の像側レンズ素子Ｌ３とからなる
。これら物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３は、いずれもｄ線に対する屈折率
が高いものである。
【００２６】
　実施の形態１に係るズームレンズ系において、第２レンズ群Ｇ２は、物体側から像側へ
と順に、両凸形状の第４レンズ素子Ｌ４と、両凹形状の第５レンズ素子Ｌ５と、両凸形状
の第６レンズ素子Ｌ６とからなる。これらのうち、第４レンズ素子Ｌ４と第５レンズ素子
Ｌ５とは接合されている。
【００２７】
　また実施の形態１に係るズームレンズ系において、第３レンズ群Ｇ３は、両凸形状の第
７レンズ素子Ｌ７のみからなる。
【００２８】
　なお、実施の形態１に係るズームレンズ系において、像面Ｓの物体側（像面Ｓと第７レ
ンズ素子Ｌ７との間）には、平行平板Ｌ８が設けられている。
【００２９】
　実施の形態１に係るズームレンズ系において、広角端から望遠端へのズーミングに際し
て、第１レンズ群Ｇ１は、第２レンズ群Ｇ２との間隔を変化させながら像側に凸の軌跡を
描いて移動し、第２レンズ群Ｇ２は、物体側へ移動し、第３レンズ群Ｇ３は、像側へ移動
する。
【００３０】
　実施の形態１に係るズームレンズ系は、後に表２２に示すように、特に第１レンズ群Ｇ
１を構成する、物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３の屈折率がいずれも高くな
っている。物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３を共に高屈折率とすることによ
り、各レンズ素子の光軸方向のレンズ厚みを小さくし、レンズの曲率半径を大きくするこ
とができる。また、各レンズ素子の屈折率差を小さくすることにより、ペッツバール和の
コントロールが容易になるので、像面湾曲を適正に補正することができる。また、曲率半
径の小さい強いパワーの面を用いることなく収差補正が可能となるので、特に広角端で広
い画角を持つズームレンズ系で問題になり易い軸外収差、特に広角端での歪曲収差と非点
収差を容易に補正することができる。
【００３１】
　図４に示すように、実施の形態２に係るズームレンズ系において、第１レンズ群Ｇ１は
、物体側から像側へと順に、物体側に凸面を向けた負メニスカス形状で、その像側面に透
明樹脂層Ｌ２が設けられた、高屈折率を有する透光性多結晶セラミックス製の物体側レン
ズ素子Ｌ１と、物体側に凸面を向けた正メニスカス形状の像側レンズ素子Ｌ３とからなる
。これら物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３は、いずれもｄ線に対する屈折率
が高いものである。
【００３２】
　実施の形態２に係るズームレンズ系において、第２レンズ群Ｇ２は、物体側から像側へ
と順に、両凸形状の第４レンズ素子Ｌ４と、両凹形状の第５レンズ素子Ｌ５と、両凸形状
の第６レンズ素子Ｌ６とからなる。これらのうち、第４レンズ素子Ｌ４と第５レンズ素子
Ｌ５とは接合されている。
【００３３】
　また実施の形態２に係るズームレンズ系において、第３レンズ群Ｇ３は、両凸形状の第
７レンズ素子Ｌ７のみからなる。
【００３４】
　なお、実施の形態２に係るズームレンズ系において、像面Ｓの物体側（像面Ｓと第７レ
ンズ素子Ｌ７との間）には、平行平板Ｌ８が設けられている。
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【００３５】
　実施の形態２に係るズームレンズ系において、広角端から望遠端へのズーミングに際し
て、第１レンズ群Ｇ１は、第２レンズ群Ｇ２との間隔を変化させながら像側に凸の軌跡を
描いて移動し、第２レンズ群Ｇ２は、物体側へ移動し、第３レンズ群Ｇ３は、像側へ移動
する。
【００３６】
　実施の形態２に係るズームレンズ系は、後に表２２に示すように、特に第１レンズ群Ｇ
１を構成する、物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３の屈折率がいずれも高くな
っている。物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３を共に高屈折率とすることによ
り、各レンズ素子の光軸方向のレンズ厚みを小さくし、レンズの曲率半径を大きくするこ
とができる。また、各レンズ素子の屈折率差を小さくすることにより、ペッツバール和の
コントロールが容易になるので、像面湾曲を適正に補正することができる。また、曲率半
径の小さい強いパワーの面を用いることなく収差補正が可能となるので、特に広角端で広
い画角を持つズームレンズ系で問題になり易い軸外収差、特に広角端での歪曲収差と非点
収差を容易に補正することができる。
【００３７】
　図７に示すように、実施の形態３に係るズームレンズ系において、第１レンズ群Ｇ１は
、物体側から像側へと順に、物体側に凸面を向けた負メニスカス形状で、その像側面に透
明樹脂層Ｌ２が設けられた、高屈折率を有する透光性多結晶セラミックス製の物体側レン
ズ素子Ｌ１と、物体側に凸面を向けた正メニスカス形状の像側レンズ素子Ｌ３とからなる
。これら物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３は、いずれもｄ線に対する屈折率
が高いものである。
【００３８】
　実施の形態３に係るズームレンズ系において、第２レンズ群Ｇ２は、物体側から像側へ
と順に、両凸形状の第４レンズ素子Ｌ４と、両凹形状の第５レンズ素子Ｌ５と、両凸形状
の第６レンズ素子Ｌ６とからなる。これらのうち、第４レンズ素子Ｌ４と第５レンズ素子
Ｌ５とは接合されている。
【００３９】
　また実施の形態３に係るズームレンズ系において、第３レンズ群Ｇ３は、物体側に凸面
を向けた正メニスカス形状の第７レンズ素子Ｌ７のみからなる。
【００４０】
　なお、実施の形態３に係るズームレンズ系において、像面Ｓの物体側（像面Ｓと第７レ
ンズ素子Ｌ７との間）には、平行平板Ｌ８が設けられている。
【００４１】
　実施の形態３に係るズームレンズ系において、広角端から望遠端へのズーミングに際し
て、第１レンズ群Ｇ１は、第２レンズ群Ｇ２との間隔を変化させながら像側に凸の軌跡を
描いて移動し、第２レンズ群Ｇ２は、物体側へ移動し、第３レンズ群Ｇ３は、像側へ移動
する。
【００４２】
　実施の形態３に係るズームレンズ系は、後に表２２に示すように、特に第１レンズ群Ｇ
１を構成する、物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３の屈折率がいずれも高くな
っている。物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３を共に高屈折率とすることによ
り、各レンズ素子の光軸方向のレンズ厚みを小さくし、レンズの曲率半径を大きくするこ
とができる。また、各レンズ素子の屈折率差を小さくすることにより、ペッツバール和の
コントロールが容易になるので、像面湾曲を適正に補正することができる。また、曲率半
径の小さい強いパワーの面を用いることなく収差補正が可能となるので、特に広角端で広
い画角を持つズームレンズ系で問題になり易い軸外収差、特に広角端での歪曲収差と非点
収差を容易に補正することができる。
【００４３】
　図１０に示すように、実施の形態４に係るズームレンズ系において、第１レンズ群Ｇ１
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は、物体側から像側へと順に、物体側に凸面を向けた負メニスカス形状で、その像側面に
透明樹脂層Ｌ２が設けられた、高屈折率を有する透光性多結晶セラミックス製の物体側レ
ンズ素子Ｌ１と、物体側に凸面を向けた正メニスカス形状の像側レンズ素子Ｌ３とからな
る。これら物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３は、いずれもｄ線に対する屈折
率が高いものである。
【００４４】
　実施の形態４に係るズームレンズ系において、第２レンズ群Ｇ２は、物体側から像側へ
と順に、両凸形状の第４レンズ素子Ｌ４と、両凹形状の第５レンズ素子Ｌ５と、両凸形状
の第６レンズ素子Ｌ６とからなる。これらのうち、第４レンズ素子Ｌ４と第５レンズ素子
Ｌ５とは接合されている。
【００４５】
　また実施の形態４に係るズームレンズ系において、第３レンズ群Ｇ３は、両凸形状の第
７レンズ素子Ｌ７のみからなる。
【００４６】
　なお、実施の形態４に係るズームレンズ系において、像面Ｓの物体側（像面Ｓと第７レ
ンズ素子Ｌ７との間）には、平行平板Ｌ８が設けられている。
【００４７】
　実施の形態４に係るズームレンズ系において、広角端から望遠端へのズーミングに際し
て、第１レンズ群Ｇ１は、第２レンズ群Ｇ２との間隔を変化させながら像側に凸の軌跡を
描いて移動し、第２レンズ群Ｇ２は、物体側へ移動し、第３レンズ群Ｇ３は、像側へ移動
する。
【００４８】
　実施の形態４に係るズームレンズ系は、後に表２２に示すように、特に第１レンズ群Ｇ
１を構成する、物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３の屈折率がいずれも高くな
っている。物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３を共に高屈折率とすることによ
り、各レンズ素子の光軸方向のレンズ厚みを小さくし、レンズの曲率半径を大きくするこ
とができる。また、各レンズ素子の屈折率差を小さくすることにより、ペッツバール和の
コントロールが容易になるので、像面湾曲を適正に補正することができる。また、曲率半
径の小さい強いパワーの面を用いることなく収差補正が可能となるので、特に広角端で広
い画角を持つズームレンズ系で問題になり易い軸外収差、特に広角端での歪曲収差と非点
収差を容易に補正することができる。
【００４９】
　図１３に示すように、実施の形態５に係るズームレンズ系において、第１レンズ群Ｇ１
は、物体側から像側へと順に、物体側に凸面を向けた負メニスカス形状で、その像側面に
透明樹脂層Ｌ２が設けられた、高屈折率を有する透光性多結晶セラミックス製の物体側レ
ンズ素子Ｌ１と、物体側に凸面を向けた正メニスカス形状の像側レンズ素子Ｌ３とからな
る。これら物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３は、いずれもｄ線に対する屈折
率が高いものである。
【００５０】
　実施の形態５に係るズームレンズ系において、第２レンズ群Ｇ２は、物体側から像側へ
と順に、両凸形状の第４レンズ素子Ｌ４と、両凹形状の第５レンズ素子Ｌ５と、両凸形状
の第６レンズ素子Ｌ６とからなる。これらのうち、第４レンズ素子Ｌ４と第５レンズ素子
Ｌ５とは接合されている。
【００５１】
　また実施の形態５に係るズームレンズ系において、第３レンズ群Ｇ３は、両凸形状の第
７レンズ素子Ｌ７のみからなる。
【００５２】
　なお、実施の形態５に係るズームレンズ系において、像面Ｓの物体側（像面Ｓと第７レ
ンズ素子Ｌ７との間）には、平行平板Ｌ８が設けられている。
【００５３】
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　実施の形態５に係るズームレンズ系において、広角端から望遠端へのズーミングに際し
て、第１レンズ群Ｇ１は、第２レンズ群Ｇ２との間隔を変化させながら像側に凸の軌跡を
描いて移動し、第２レンズ群Ｇ２は、物体側へ移動し、第３レンズ群Ｇ３は、像側へ移動
する。
【００５４】
　実施の形態５に係るズームレンズ系は、後に表２２に示すように、特に第１レンズ群Ｇ
１を構成する、物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３の屈折率がいずれも高くな
っている。物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３を共に高屈折率とすることによ
り、各レンズ素子の光軸方向のレンズ厚みを小さくし、レンズの曲率半径を大きくするこ
とができる。また、各レンズ素子の屈折率差を小さくすることにより、ペッツバール和の
コントロールが容易になるので、像面湾曲を適正に補正することができる。また、曲率半
径の小さい強いパワーの面を用いることなく収差補正が可能となるので、特に広角端で広
い画角を持つズームレンズ系で問題になり易い軸外収差、特に広角端での歪曲収差と非点
収差を容易に補正することができる。
【００５５】
　図１６に示すように、実施の形態６に係るズームレンズ系において、第１レンズ群Ｇ１
は、物体側から像側へと順に、物体側に凸面を向けた負メニスカス形状で、その像側面に
透明樹脂層Ｌ２が設けられた、高屈折率を有する透光性多結晶セラミックス製の物体側レ
ンズ素子Ｌ１と、物体側に凸面を向けた正メニスカス形状の像側レンズ素子Ｌ３とからな
る。これら物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３は、いずれもｄ線に対する屈折
率が高いものである。
【００５６】
　実施の形態６に係るズームレンズ系において、第２レンズ群Ｇ２は、物体側から像側へ
と順に、両凸形状の第４レンズ素子Ｌ４と、両凹形状の第５レンズ素子Ｌ５と、両凸形状
の第６レンズ素子Ｌ６とからなる。これらのうち、第４レンズ素子Ｌ４と第５レンズ素子
Ｌ５とは接合されている。
【００５７】
　また実施の形態６に係るズームレンズ系において、第３レンズ群Ｇ３は、両凸形状の第
７レンズ素子Ｌ７のみからなる。
【００５８】
　なお、実施の形態６に係るズームレンズ系において、像面Ｓの物体側（像面Ｓと第７レ
ンズ素子Ｌ７との間）には、平行平板Ｌ８が設けられている。
【００５９】
　実施の形態６に係るズームレンズ系において、広角端から望遠端へのズーミングに際し
て、第１レンズ群Ｇ１は、第２レンズ群Ｇ２との間隔を変化させながら像側に凸の軌跡を
描いて移動し、第２レンズ群Ｇ２は、物体側へ移動し、第３レンズ群Ｇ３は、像側へ移動
する。
【００６０】
　実施の形態６に係るズームレンズ系は、後に表２２に示すように、特に第１レンズ群Ｇ
１を構成する、物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３の屈折率がいずれも高くな
っている。物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３を共に高屈折率とすることによ
り、各レンズ素子の光軸方向のレンズ厚みを小さくし、レンズの曲率半径を大きくするこ
とができる。また、各レンズ素子の屈折率差を小さくすることにより、ペッツバール和の
コントロールが容易になるので、像面湾曲を適正に補正することができる。また、曲率半
径の小さい強いパワーの面を用いることなく収差補正が可能となるので、特に広角端で広
い画角を持つズームレンズ系で問題になり易い軸外収差、特に広角端での歪曲収差と非点
収差を容易に補正することができる。
【００６１】
　図１９に示すように、実施の形態７に係るズームレンズ系において、第１レンズ群Ｇ１
は、物体側から像側へと順に、物体側に凸面を向けた負メニスカス形状で、その像側面に
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透明樹脂層Ｌ２が設けられた、高屈折率を有する透光性多結晶セラミックス製の物体側レ
ンズ素子Ｌ１と、物体側に凸面を向けた正メニスカス形状の像側レンズ素子Ｌ３とからな
る。これら物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３は、いずれもｄ線に対する屈折
率が高いものである。
【００６２】
　実施の形態７に係るズームレンズ系において、第２レンズ群Ｇ２は、物体側から像側へ
と順に、両凸形状の第４レンズ素子Ｌ４と、両凹形状の第５レンズ素子Ｌ５と、両凸形状
の第６レンズ素子Ｌ６とからなる。これらのうち、第４レンズ素子Ｌ４と第５レンズ素子
Ｌ５とは接合されている。
【００６３】
　また実施の形態７に係るズームレンズ系において、第３レンズ群Ｇ３は、両凸形状の第
７レンズ素子Ｌ７のみからなる。
【００６４】
　なお、実施の形態７に係るズームレンズ系において、像面Ｓの物体側（像面Ｓと第７レ
ンズ素子Ｌ７との間）には、平行平板Ｌ８が設けられている。
【００６５】
　実施の形態７に係るズームレンズ系において、広角端から望遠端へのズーミングに際し
て、第１レンズ群Ｇ１は、第２レンズ群Ｇ２との間隔を変化させながら像側に凸の軌跡を
描いて移動し、第２レンズ群Ｇ２は、物体側へ移動し、第３レンズ群Ｇ３は、像側へ移動
する。
【００６６】
　実施の形態７に係るズームレンズ系は、後に表２２に示すように、特に第１レンズ群Ｇ
１を構成する、物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３の屈折率がいずれも高くな
っている。物体側レンズ素子Ｌ１及び像側レンズ素子Ｌ３を共に高屈折率とすることによ
り、各レンズ素子の光軸方向のレンズ厚みを小さくし、レンズの曲率半径を大きくするこ
とができる。また、各レンズ素子の屈折率差を小さくすることにより、ペッツバール和の
コントロールが容易になるので、像面湾曲を適正に補正することができる。また、曲率半
径の小さい強いパワーの面を用いることなく収差補正が可能となるので、特に広角端で広
い画角を持つズームレンズ系で問題になり易い軸外収差、特に広角端での歪曲収差と非点
収差を容易に補正することができる。
【００６７】
　実施の形態１～７に係るズームレンズ系は、第２レンズ群Ｇ２が、正のパワーを有する
第４レンズ素子Ｌ４と負のパワーを有する第５レンズ素子Ｌ５とが接合した接合レンズ素
子と、正のパワーを有する単レンズ素子である第６レンズ素子Ｌ６とで構成されている。
したがって、各実施の形態に係るズームレンズ系は、変倍時の軸上球面収差の変化をより
適正に補正することができる。また、各実施の形態に係るズームレンズ系のように、第１
レンズ群Ｇ１中に高い屈折率を持つ透光性多結晶セラミックス材料を用いて全体のパワー
を強くした場合、第２レンズ群Ｇ２に入射する主光線の入射角が大きくなるが、第２レン
ズ群Ｇ２が上記構成をとることにより、このような場合に発生する軸外収差をより適正に
補正することが可能になる。したがって、第１レンズ群Ｇ１と第２レンズ群Ｇ２との間の
間隔を狭めることができ、ズームレンズ系をさらに小型化することができる。なお、各実
施の形態に係るズームレンズ系のように、第４レンズ素子Ｌ４の物体側面を凸面とし、第
５レンズ素子Ｌ５の像側面を凹面とすることが望ましい。このような構成により、軸上球
面収差及び軸外コマ収差を共により良好に補正することができる。
【００６８】
　なお実施の形態１～７では、第２レンズ群Ｇ２を、物体側から像側へと順に、正のパワ
ーを有するレンズ素子と負のパワーを有するレンズ素子とが接合した接合レンズ素子と、
単レンズ素子とで構成したが、本発明において、第２レンズ群Ｇ２は特にこのような構成
に限定されるものではない。第２レンズ群Ｇ２は、例えば以下のような構成とすることも
できる。
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【００６９】
　例えば第２レンズ群Ｇ２は、物体側から像側へと順に、１枚の単レンズ素子と、それぞ
れ相異なる符号のパワーを有する２枚のレンズ素子を接合した接合レンズ素子と、１枚の
単レンズ素子とで構成することができる。第２レンズ群をこのような構成とした場合、ズ
ームレンズ系は、変倍時の軸上球面収差の変化を適正に補正することができる。また、実
施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、第１レンズ群Ｇ１中に高い屈折率を持つ
透光性多結晶セラミックス材料を用いて全体のパワーを強くした場合、第２レンズ群Ｇ２
に入射する主光線の入射角が大きくなるが、第２レンズ群Ｇ２が上記構成をとることによ
り、このような場合に発生する軸外収差を適正に補正することが可能になる。したがって
、第１レンズ群Ｇ１と第２レンズ群Ｇ２との間の間隔を狭めることができ、ズームレンズ
系の小型化を達成することができる。
【００７０】
　また例えば第２レンズ群Ｇ２は、物体側から像側へと順に、それぞれ相異なる符号のパ
ワーを有する２枚のレンズ素子を接合した第１接合レンズ素子と、それぞれ相異なる符号
のパワーを有する２枚のレンズ素子を接合した第２接合レンズ素子とで構成することがで
きる。実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、第１レンズ群Ｇ１中に高い屈折
率を持つ透光性多結晶セラミックス材料を用いて全体のパワーを強くした場合、第２レン
ズ群Ｇ２に入射する主光線の入射角が大きくなるが、第２レンズ群Ｇ２が上記構成をとる
ことにより、このような場合に発生する軸外収差を適正に補正することが可能になる。さ
らに、第１接合レンズ素子及び第２接合レンズ素子の偏心誤差感度が小さいので、これら
のレンズ素子の組み込み誤差を大きく許容することが可能になる。したがって、第２レン
ズ群Ｇ２をこのようなこのような構成とした場合、ズームレンズ系は、入射角の大きい軸
外主光線に対しても偏心時に性能劣化が少なく、製造しやすい構成を実現することができ
る。
【００７１】
　各実施の形態に係るズームレンズ系は、広角端から望遠端へのズーミングに際して、第
１レンズ群Ｇ１、第２レンズ群Ｇ２及び第３レンズ群Ｇ３すべてが光軸に沿って移動する
が、これらレンズ群のうち、例えば第２レンズ群Ｇ２を光軸に対して垂直方向に移動させ
ることによって、手ぶれ、振動等による像のぶれを光学的に補正することができる。
【００７２】
　本発明において、像のぶれを光学的に補正する場合、このように第２レンズ群が光軸に
対して垂直方向に移動することにより、ズームレンズ系全体の大型化を抑制してコンパク
トに構成しながら、偏心コマ収差や偏心非点収差が小さい優れた結像特性を維持して像ぶ
れの補正を行うことができる。
【００７３】
　以下、例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成
を有するズームレンズ系が満足することが好ましい条件を説明する。なお、各実施の形態
に係るズームレンズ系に対して、複数の好ましい条件が規定されるが、これら複数の条件
すべてを満足するズームレンズ系の構成が最も望ましい。しかしながら、個別の条件を満
足することにより、それぞれ対応する効果を奏するズームレンズ系を得ることも可能であ
る。
【００７４】
　また、以下に説明するすべての条件は、特に断りのない限り、以下の２つの前提となる
条件（Ａ）及び（Ｂ）の下でのみ成立するものとする。
　３．２＜ｆT／ｆW　　・・・（Ａ）
　ωW＞３５　　　　　　・・・（Ｂ）
ここで、
ωW：広角端における半画角（°）、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
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である。
【００７５】
　なお、さらに前記条件（Ｂ）は、以下の条件（Ｂ）’とすることにより、以下に示す各
条件の効果をより顕著に発現させることができる。
　ωW＞３８　　・・・（Ｂ）’
【００７６】
　基本構成を有するズームレンズ系は、以下の条件（１）を満足する。
　５．０＜αｉW＜２０．０　　・・・（１）
ここで、
αｉW：広角端の最大像高における主光線の撮像素子入射角度（主光線が光軸から離れつ
　　　　つ撮像素子の受光面に入射する場合を正とする）
である。
【００７７】
　条件（１）は、広角端の最大像高における主光線の撮像素子入射角度を規定する条件で
ある。かかる条件（１）を満足することにより、最軸外主光線の撮像素子へ入射する入射
角度が小さくなるので、シェーディングの影響が少なくなる。条件（１）の上限を上回る
と、撮像素子のシェーディングの影響により、周辺光量が低下する。逆に、条件（１）の
下限を下回ると、変倍時に望遠端での負の最軸外主光線の角度が大きくなってしまい、特
に望遠端の周辺光量が低下する。
【００７８】
　なお、さらに以下の条件（１）’を満足することにより、ズーミング中の最大像高にお
ける主光線の撮像素子入射角度の変化が抑制されるので、周辺光量の変動も抑えられ、特
に効果的である。
　αｉW＜１５．０　　・・・（１）’
【００７９】
　また基本構成を有するズームレンズ系は、前記条件（１）と同時に、以下の条件（２）
を満足する。
　（ｎ11－１）・（ｎ12－１）≧０．８４　　・・・（２）
ここで、
ｎ11：物体側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｎ12：像側レンズ素子のｄ線に対する屈折率
である。
【００８０】
　条件（２）は、物体側レンズ素子及び像側レンズ素子の屈折率を規定する条件である。
条件（２）を満足することにより、各レンズ素子の光軸方向のレンズ厚みを小さくし、レ
ンズの曲率半径を大きくすることができる。また、条件（２）を満足することにより、各
レンズ素子の屈折率差を小さくすることによる、ペッツバール和のコントロールが容易に
なる。したがって、基本構成を有するズームレンズ系では、条件（２）の範囲を超えない
ように調整される。なお、物体側レンズ素子は、上記条件（２）を満足したうえで、像側
面を非球面とし、像側レンズ素子は、上記条件（２）を満足したうえで、物体側面を非球
面とすることが望ましい。このように、物体側レンズ素子及び像側レンズ素子の対向する
面をともに非球面とすることにより、軸外収差、特に広角端での歪曲収差と非点収差の補
正に効果的である。
【００８１】
　例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成を有す
るズームレンズ系は、以下の条件（５）を満足することが望ましい。
　０．１＜（ｎ11－１）・（ｎ12－１）・ｄ・ｆW／（ｒ12・ｒ21）＜０．３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（５）
ここで、
ｎ11：物体側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
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ｎ12：像側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｒ12：物体側レンズ素子の像側面の曲率半径、
ｒ21：像側レンズ素子の物体側面の曲率半径、
ｄ：物体側レンズ素子の像側面と像側レンズ素子の物体側面との間の光軸上面間隔、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【００８２】
　条件（５）は、第１レンズ群中の物体側レンズ素子と像側レンズ素子とが満足する条件
である。条件（５）の上限を上回ると、第１レンズ群の光軸に沿った厚みが大きくなり、
沈胴時の全長を短縮することが困難となるため、望ましくない。また、条件（５）の上限
を上回ると、軸外光に対する諸収差、特に広角端での非点収差と歪曲収差の補正が不充分
になり、望ましくない。逆に、条件（５）の下限を下回ると、同様に軸外光に対する諸収
差、特に広角端での非点収差と歪曲収差の補正が困難となり、望ましくない。
【００８３】
　なお、さらに以下の条件（５）’及び（５）’’の少なくとも１つを満足することによ
り、前記効果をより一層高めることができる。
　０．１５＜（ｎ11－１）・（ｎ12－１）・ｄ・ｆW／（ｒ12・ｒ21）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（５）’
　（ｎ11－１）・（ｎ12－１）・ｄ・ｆW／（ｒ12・ｒ21）＜０．２５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（５）’’
【００８４】
　例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成を有す
るズームレンズ系は、以下の条件（６）を満足することが望ましい。
　０．０００１＜（ｎ11－１）・（ｎ12－１）・ｄ2・ｆT／（ｒ12・ｒ21・ｆW）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜０．０４　　・・・（６）
ここで、
ｎ11：物体側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｎ12：像側レンズ素子のｄ線に対する屈折率、
ｒ12：物体側レンズ素子の像側面の曲率半径、
ｒ21：像側レンズ素子の物体側面の曲率半径、
ｄ：物体側レンズ素子の像側面と像側レンズ素子の物体側面との間の光軸上面間隔、
ｆT：望遠端における全系の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【００８５】
　条件（６）は、第１レンズ群中の物体側レンズ素子と像側レンズ素子とが満足する条件
である。条件（６）の上限を上回ると、第１レンズ群の光軸に沿った厚みが大きくなり、
沈胴時の全長を短縮することが困難となるため、望ましくない。また、条件（６）の上限
を上回ると、軸外光に対する諸収差、特に広角端での非点収差と歪曲収差の補正が不充分
になり、望ましくない。逆に、条件（６）の下限を下回ると、同様に軸外光に対する諸収
差、特に広角端での非点収差と歪曲収差の補正が困難となり、望ましくない。
【００８６】
　例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成を有す
るズームレンズ系は、以下の条件（７）を満足することが望ましい。
　１．０＜（ｒ12＋ｒ21）／（ｒ12－ｒ21）＜２．５　　・・・（７）
ここで、
ｒ12：物体側レンズ素子の像側面の曲率半径、
ｒ21：像側レンズ素子の物体側面の曲率半径
である。
【００８７】
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　条件（７）は、第１レンズ群中に形成される空気レンズのＳＦ（シェイプファクター）
を規定する条件である。条件（７）の上限を上回ると、軸外光に対する諸収差、特に広角
端での非点収差と歪曲収差の補正が不充分となり、望ましくない。逆に、条件（７）の下
限を下回ると、物体側レンズ素子の像側面のパワーが特に強くなりすぎて製造が困難にな
るため、望ましくない。
【００８８】
　なお、さらに以下の条件（７）’を満足することにより、前記効果をより一層高めるこ
とができる。
　１．２＜（ｒ12＋ｒ21）／（ｒ12－ｒ21）　　・・・（７）’
【００８９】
　例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成を有す
るズームレンズ系は、以下の条件（９）を満足することが望ましい。
　２．４＜｜ｆG1｜／ｆW＜４．０　　・・・（９）
ここで、
ｆG1：第１レンズ群の合成焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【００９０】
　条件（９）は、第１レンズ群の焦点距離を規定する条件である。条件（９）の上限を上
回ると、第１レンズ群のパワーが弱くなりすぎ、軸外光に対する諸収差、特に広角端での
非点収差と歪曲収差の補正が不充分になるとともに、第１レンズ群の有効径が大きくなる
ため、特に光軸に垂直な方向の小型化が困難となり、望ましくない。逆に、条件（９）の
下限を下回ると、第１レンズ群のパワーが強くなりすぎ、第１レンズ群内の物体側レンズ
素子と像側レンズ素子との間の偏心誤差感度が高くなり、偏心による性能劣化が著しくな
って製造が困難となるため、望ましくない。また、条件（９）の下限を下回ると、第１レ
ンズ群で発生する倍率色収差が大きくなりすぎ、望ましくない。
【００９１】
　なお、さらに以下の条件（９）’を満足することにより、前記効果をより一層高めるこ
とができる。
　｜ｆG1｜／ｆW＜３．０　　・・・（９）’
【００９２】
　例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成を有す
るズームレンズ系は、以下の条件（１０）を満足することが望ましい。
　１．８５＜ｆG2／ｆW＜３．０　　・・・（１０）
ここで、
ｆG2：第２レンズ群の合成焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【００９３】
　条件（１０）は、第２レンズ群の焦点距離を規定する条件である。条件（１０）の上限
を上回ると、ズーミングに際して第２レンズ群の移動量が大きくなりすぎるため、ズーム
レンズ系の小型化が困難となり、望ましくない。逆に、条件（１０）の下限を下回ると、
第２レンズ群の焦点距離が短くなりすぎるため、変倍域全体の収差補正が困難となり、望
ましくない。
【００９４】
　なお、さらに以下の条件（１０）’及び（１０）’’のいずれかを満足することにより
、前記効果をより一層高めることができる。
　１．９＜ｆG2／ｆW　　　・・・（１０）’
　１．９５＜ｆG2／ｆW　　・・・（１０）’’
【００９５】
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　例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成を有す
るズームレンズ系は、以下の条件（１１）を満足することが望ましい。
　２．５＜ｆG3／ｆW＜６．０　　・・・（１１）
ここで、
ｆG3：第３レンズ群の合成焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【００９６】
　条件（１１）は、第３レンズ群の焦点距離を規定する条件である。条件（１１）の上限
を上回ると、第３レンズ群のパワーが小さくなり、第３レンズ群の移動量が大きくなって
光学系の小型化が困難となるため、望ましくない。逆に、条件（１１）の下限を下回ると
、第３レンズ群のパワーが大きくなり、第３レンズ群が比較的物体側に寄る変倍域での球
面収差やコマ収差の補正が困難となるため、望ましくない。
【００９７】
　なお、さらに以下の条件（１１）’及び（１１）’’のいずれかを満足することにより
、前記効果をより一層高めることができる。
　３．０＜ｆG3／ｆW　　・・・（１１）’
　４．０＜ｆG3／ｆW　　・・・（１１）’’
【００９８】
　例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成を有す
るズームレンズ系は、以下の条件（１２）を満足することが望ましい。
　１．０＜｜ｆL1｜／ｆW＜２．５　　・・・（１２）
ここで、
ｆL1：物体側レンズ素子の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【００９９】
　条件（１２）は、物体側レンズ素子の焦点距離を規定する条件である。条件（１２）の
上限を上回ると、軸外光に対する諸収差、特に広角端での非点収差と歪曲収差の補正が不
充分になり、望ましくない。逆に、条件（１２）の下限を下回ると、第１レンズ群を構成
する像側レンズ素子の正のパワーを強くする必要が生じ、第１レンズ群で発生する収差の
補正が困難となるため、望ましくない。
【０１００】
　なお、さらに以下の条件（１２）’及び（１２）’’の少なくとも１つを満足すること
により、前記効果をより一層高めることができる。
　１．１＜｜ｆL1｜／ｆW　　・・・（１２）’
　｜ｆL1｜／ｆW＜１．６　　・・・（１２）’’
【０１０１】
　例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成を有す
るズームレンズ系は、以下の条件（１３）を満足することが望ましい。
　２．０＜ｆL2／ｆW＜５．０　　・・・（１３）
ここで、
ｆL2：像側レンズ素子の焦点距離、
ｆW：広角端における全系の焦点距離
である。
【０１０２】
　条件（１３）は、像側レンズ素子の焦点距離を規定する条件である。条件（１３）の上
限を上回ると、ペッツバール和が大きくなりすぎて像面湾曲が増大するとともに、非点収
差も大きくなりすぎるため、望ましくない。逆に、条件（１３）の下限を下回ると、第１
レンズ群全体の負のパワーが弱くなるため、ズームレンズ系の小型化を達成することが困
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難となり、望ましくない。
【０１０３】
　なお、さらに以下の条件（１３）’及び（１３）’’の少なくとも１つを満足すること
により、前記効果をより一層高めることができる。
　２．４＜ｆL2／ｆW　　・・・（１３）’
　ｆL2／ｆW＜４．０　　・・・（１３）’’
【０１０４】
　例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成を有す
るズームレンズ系は、以下の条件（１４）を満足することが望ましい。
　０．４＜｜ｆL1｜／｜ｆG1｜＜０．８　　・・・（１４）
ここで、
ｆL1：物体側レンズ素子の焦点距離、
ｆG1：第１レンズ群の合成焦点距離
である。
【０１０５】
　条件（１４）は、物体側レンズ素子の焦点距離を規定する条件である。条件（１４）の
上限を上回ると、軸外光に対する諸収差、特に広角端での非点収差と歪曲収差の補正が不
充分になり、望ましくない。逆に、条件（１４）の下限を下回ると、第１レンズ群を構成
する像側レンズ素子の正のパワーを強くする必要が生じ、第１レンズ群で発生する収差の
補正が困難となるため、望ましくない。
【０１０６】
　なお、さらに以下の条件（１４）’及び（１４）’’のいずれかを満足することにより
、前記効果をより一層高めることができる。
　０．４５＜｜ｆL1｜／｜ｆG1｜　　・・・（１４）’
　０．５５＜｜ｆL1｜／｜ｆG1｜　　・・・（１４）’’
【０１０７】
　例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成を有す
るズームレンズ系は、以下の条件（１５）を満足することが望ましい。
　０．８５＜ｆL2／｜ｆG1｜＜２．０　　・・・（１５）
ここで、
ｆL2：像側レンズ素子の焦点距離、
ｆG1：第１レンズ群の合成焦点距離
である。
【０１０８】
　条件（１５）は、像側レンズ素子の焦点距離を規定する条件である。条件（１５）の上
限を上回ると、ペッツバール和が大きくなりすぎて像面湾曲が増大するとともに、非点収
差も大きくなりすぎるため、望ましくない。逆に、条件（１５）の下限を下回ると、第１
レンズ群全体の負のパワーが弱くなるため、ズームレンズ系の小型化を達成することが困
難となり、望ましくない。
【０１０９】
　なお、さらに以下の条件（１５）’を満足することにより、前記効果をより一層高める
ことができる。
　ｆL2／｜ｆG1｜＜１．８　　・・・（１５）’
【０１１０】
　例えば実施の形態１～７に係るズームレンズ系のように、前記のごとき基本構成を有す
るズームレンズ系は、以下の条件（１６）を満足することが望ましい。
　１．９＜ｆL2／｜ｆL1｜＜３．０　　・・・（１６）
ここで、
ｆL1：物体側レンズ素子の焦点距離、
ｆL2：像側レンズ素子の焦点距離
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である。
【０１１１】
　条件（１６）は、物体側レンズ素子と像側レンズ素子との焦点距離の比を規定する条件
である。条件（１６）の上限を上回ると、物体側レンズ素子と像側レンズ素子との間のパ
ワーのバランスが悪くなり、像面湾曲と歪曲収差が大きくなるため、望ましくない。逆に
、条件（１６）の下限を下回ると、同様に、物体側レンズ素子と像側レンズ素子との間の
パワーのバランスが悪くなり、歪曲収差が発生するとともに、物体側レンズ素子の有効径
が大きくなり、特に光軸に直交する方向の小型化が困難となるため、望ましくない。
【０１１２】
　なお、さらに以下の条件（１６）’を満足することにより、前記効果をより一層高める
ことができる。
　２．０＜ｆL2／｜ｆL1｜　　・・・（１６）’
【０１１３】
　なお、各実施の形態に係るズームレンズ系において、第１レンズ群中の物体側レンズ素
子を構成する透光性多結晶セラミックスは、約２．０以上の高い屈折率と、約７０％以上
の高い光透過率とを有するものであり、また該物体側レンズ素子の像側面に設けられる透
明樹脂層は、例えばポリメチルメタクリレート、ポリカーボネート、ポリスチレン等の光
学樹脂にて形成することができる。
【０１１４】
　各実施の形態に係るズームレンズ系を構成している各レンズ群は、入射光線を屈折によ
り偏向させる屈折型レンズ（すなわち、異なる屈折率を有する媒質同士の界面で偏向が行
われるタイプのレンズ）のみで構成されているが、レンズの種類はこれに限定されるもの
ではない。例えば、回折により入射光線を偏向させる回折型レンズ、回折作用と屈折作用
との組み合わせで入射光線を偏向させる屈折・回折ハイブリッド型レンズ、入射光線を媒
質内の屈折率分布により偏向させる屈折率分布型レンズ等で、各レンズ群を構成してもよ
い。
【０１１５】
　また各実施の形態において、反射面を光路中に配置することにより、ズームレンズ系の
前、後又は途中で光路を折り曲げてもよい。折り曲げ位置は必要に応じて設定すればよく
、光路の適正な折り曲げにより、カメラの見かけ上の薄型化を達成することが可能である
。
【０１１６】
　さらに各実施の形態では、ズームレンズ系の最終面（第３レンズ群の最像側面）と撮像
素子Ｓとの間に、光学的ローパスフィルタ等の平行平板を配置する構成を示したが、この
ローパスフィルタとしては、所定の結晶軸方向が調整された水晶等を材料とする複屈折型
ローパスフィルタや、必要とされる光学的な遮断周波数の特性を回折効果により達成する
位相型ローパスフィルタ等が適用可能である。
【０１１７】
（実施の形態８）
　図２２は、実施の形態８に係るデジタルスチルカメラの概略構成図である。図２２にお
いて、デジタルスチルカメラは、ズームレンズ系１とＣＣＤである撮像素子２とを含む撮
像装置と、液晶モニタ３と、筐体４とから構成される。ズームレンズ系１として、実施の
形態１に係るズームレンズ系が用いられている。図２２において、ズームレンズ系１は、
第１レンズ群Ｇ１と、絞りＡと、第２レンズ群Ｇ２と、第３レンズ群Ｇ３とから構成され
ている。筐体４は、前側にズームレンズ系１が配置され、ズームレンズ系１の後側には、
撮像素子２が配置されている。筐体４の後側に液晶モニタ３が配置され、ズームレンズ系
１による被写体の光学的な像が像面Ｓに形成される。
【０１１８】
　鏡筒は、主鏡筒５と、移動鏡筒６と、円筒カム７とで構成されている。円筒カム７を回
転させると、第１レンズ群Ｇ１、第２レンズ群Ｇ２及び第３レンズ群Ｇ３が撮像素子２を
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基準にした所定の位置に移動し、広角端から望遠端までの変倍を行うことができる。第３
レンズ群Ｇ３はフォーカス調整用モータにより光軸方向に移動可能である。
【０１１９】
　こうして、デジタルスチルカメラに実施の形態１に係るズームレンズ系を用いることに
より、解像度及び像面湾曲を補正する能力が高く、非使用時の光学全長が短い小型のデジ
タルスチルカメラを提供することができる。なお、図２２に示したデジタルスチルカメラ
には、実施の形態１に係るズームレンズ系の替わりに実施の形態２～７に係るズームレン
ズ系のいずれかを用いてもよい。また、図２２に示したデジタルスチルカメラの光学系は
、動画像を対象とするデジタルビデオカメラに用いることもできる。この場合、静止画像
だけでなく、解像度の高い動画像を撮影することができる。
【０１２０】
　また、以上説明した実施の形態１～７に係るズームレンズ系と、ＣＣＤやＣＭＯＳ等の
撮像素子とから構成される撮像装置を、携帯電話機器、ＰＤＡ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｄｉ
ｇｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓｔａｎｃｅ）、監視システムにおける監視カメラ、Ｗｅｂカメラ
、車載カメラ等に適用することもできる。
【０１２１】
　以下、実施の形態１～７に係るズームレンズ系を具体的に実施した数値実施例を説明す
る。なお、各数値実施例において、表中の長さの単位はすべて「ｍｍ」であり、画角の単
位はすべて「°」である。また、各数値実施例において、ｒは曲率半径、ｄは面間隔、ｎ
ｄはｄ線に対する屈折率、ｖｄはｄ線に対するアッベ数である。また、各数値実施例にお
いて、＊印を付した面は非球面であり、非球面形状は次式で定義している。

【数１】

ここで、κは円錐定数、Ａ４、Ａ６、Ａ８、Ａ１０、Ａ１２及びＡ１４は、それぞれ４次
、６次、８次、１０次、１２次及び１４次の非球面係数である。
【０１２２】
　図２は、実施例１に係るズームレンズ系の縦収差図である。図５は、実施例２に係るズ
ームレンズ系の縦収差図である。図８は、実施例３に係るズームレンズ系の縦収差図であ
る。図１１は、実施例４に係るズームレンズ系の縦収差図である。図１４は、実施例５に
係るズームレンズ系の縦収差図である。図１７は、実施例６に係るズームレンズ系の縦収
差図である。図２０は、実施例７に係るズームレンズ系の縦収差図である。
【０１２３】
　各縦収差図において、（ａ）図は広角端、（ｂ）図は中間位置、（ｃ）図は望遠端にお
ける各収差を表す。各縦収差図は、左側から順に、球面収差（ＳＡ（ｍｍ））、非点収差
（ＡＳＴ（ｍｍ））、歪曲収差（ＤＩＳ（％））を示す。球面収差図において、縦軸はＦ
ナンバー（図中、Ｆで示す）を表し、実線はｄ線（ｄ－ｌｉｎｅ）、短破線はＦ線（Ｆ－
ｌｉｎｅ）、長破線はＣ線（Ｃ－ｌｉｎｅ）の特性である。非点収差図において、縦軸は
像高（図中、Ｈで示す）を表し、実線はサジタル平面（図中、ｓで示す）、破線はメリデ
ィオナル平面（図中、ｍで示す）の特性である。歪曲収差図において、縦軸は像高（図中
、Ｈで示す）を表す。
【０１２４】
　また図３は、実施例１に係るズームレンズ系の望遠端における横収差図である。図６は
、実施例２に係るズームレンズ系の望遠端における横収差図である。図９は、実施例３に
係るズームレンズ系の望遠端における横収差図である。図１２は、実施例４に係るズーム
レンズ系の望遠端における横収差図である。図１５は、実施例５に係るズームレンズ系の
望遠端における横収差図である。図１８は、実施例６に係るズームレンズ系の望遠端にお
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ける横収差図である。図２１は、実施例７に係るズームレンズ系の望遠端における横収差
図である。
【０１２５】
　各横収差図において、上段３つの収差図は、望遠端における像ぶれ補正を行っていない
基本状態、下段３つの収差図は、第２レンズ群Ｇ２全体を光軸と垂直な方向に所定量移動
させた望遠端における像ぶれ補正状態に、それぞれ対応する。基本状態の各横収差図のう
ち、上段は最大像高の７０％の像点における横収差、中段は軸上像点における横収差、下
段は最大像高の－７０％の像点における横収差に、それぞれ対応する。像ぶれ補正状態の
各横収差図のうち、上段は最大像高の７０％の像点における横収差、中段は軸上像点にお
ける横収差、下段は最大像高の－７０％の像点における横収差に、それぞれ対応する。ま
た各横収差図において、横軸は瞳面上での主光線からの距離を表し、実線はｄ線（ｄ－ｌ
ｉｎｅ）、短破線はＦ線（Ｆ－ｌｉｎｅ）、長破線はＣ線（Ｃ－ｌｉｎｅ）の特性である
。なお各横収差図において、メリディオナル平面を、第１レンズ群Ｇ１の光軸と第２レン
ズ群Ｇ２の光軸とを含む平面としている。
【０１２６】
　なお、像ぶれ補正状態での第２レンズ群Ｇ２の光軸と垂直な方向への移動量は、望遠端
において、実施例１が０．０８５ｍｍ、実施例２が０．０８５ｍｍ、実施例３が０．０８
４ｍｍ、実施例４が０．０８５ｍｍ、実施例５が０．０８４ｍｍ、実施例６が０．０８３
ｍｍ、実施例７が０．０８０ｍｍである。なお、撮影距離が∞で望遠端において、ズーム
レンズ系が０．６°だけ傾いた場合の像偏心量は、第２レンズ群Ｇ２全体が光軸と垂直な
方向に上記の各値だけ平行移動するときの像偏心量に等しい。
【０１２７】
　各横収差図から明らかなように、軸上像点における横収差の対称性は良好であることが
わかる。また、＋７０％像点における横収差と－７０％像点における横収差とを基本状態
で比較すると、いずれも湾曲度が小さく、収差曲線の傾斜がほぼ等しいことから、偏心コ
マ収差、偏心非点収差が小さいことがわかる。このことは、像ぶれ補正状態であっても充
分な結像性能が得られていることを意味している。また、ズームレンズ系の像ぶれ補正角
が同じ場合には、ズームレンズ系全体の焦点距離が短くなるにつれて、像ぶれ補正に必要
な平行移動量が減少する。したがって、いずれのズーム位置であっても、０．６°までの
像ぶれ補正角に対して、結像特性を低下させることなく充分な像ぶれ補正を行うことが可
能である。
【０１２８】
（数値実施例１）
　数値実施例１のズームレンズ系は、図１に示した実施の形態１に対応する。数値実施例
１のズームレンズ系の面データを表１に、非球面データを表２に、各種データを表３に示
す。
【０１２９】
表　１（面データ）

  面番号         r           d           nd         vd
    物面             ∞          ∞
     1         25.83125     0.80000     2.04301    38.6 
     2          5.99413     0.20000     1.52020    52.0 
     3*         4.73238     1.38450 
     4*         7.96649     1.60000     1.99538    20.7 
     5         16.50794        可変
   6(絞り)           ∞     0.35000
     7*         4.45170     2.50000     1.80359    40.8 
     8        -17.32174     0.40000     1.80518    25.5 
     9          3.90369     0.47690 
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    10         16.40062     1.14410     1.77250    49.6 
    11        -16.40062        可変
    12*        34.99100     1.52000     1.66547    55.2 
    13*       -19.78614        可変
    14               ∞     0.78000     1.51680    64.2
    15               ∞      （ＢＦ）
    像面             ∞
【０１３０】
表　２（非球面データ）

  第3面
   K=-1.54968E+00, A4= 9.03940E-04, A6=-4.11938E-05, A8= 1.51110E-06
   A10=-2.30789E-08, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第4面
   K= 0.00000E+00, A4= 1.12597E-04, A6=-2.05905E-05, A8= 1.02643E-06
   A10=-1.52565E-08, A12=-3.52085E-10, A14= 1.05774E-11 
  第7面
   K=-2.05612E-01, A4=-4.10248E-04, A6= 2.85428E-05, A8=-9.36805E-06
   A10= 9.17730E-07, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第12面
   K= 0.00000E+00, A4=-9.63856E-06, A6=-8.27656E-06, A8=-9.20387E-07
   A10= 0.00000E+00, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第13面
   K= 0.00000E+00, A4= 2.98234E-04, A6=-4.24017E-05, A8= 2.44792E-06
   A10=-1.99829E-07, A12= 4.99193E-09, A14= 0.00000E+00 
【０１３１】
表　３（各種データ）

  ズーム比     3.51788
                広角      中間      望遠
  焦点距離       4.7148    8.7835   16.5860
 Ｆナンバー     2.88482   3.74916   5.74534
    画角        38.3874   22.5018   12.1911
    像高         3.6000    3.6000    3.6000
 レンズ全長     33.6595   29.0453   33.2894
    ＢＦ        0.87883   0.86684   0.89664
    d5          14.5813    5.3780    1.3560 
    d11          2.7747    7.1764   17.4482 
    d13          4.2691    4.4686    2.4331 
 入射瞳位置      7.4428    4.9981    3.1033
 射出瞳位置    -14.8815  -30.3882  205.9418
 前側主点位置   10.7472   11.3133   21.0310
 後側主点位置   28.9447   20.2618   16.7034
【０１３２】
（数値実施例２）
　数値実施例２のズームレンズ系は、図４に示した実施の形態２に対応する。数値実施例
２のズームレンズ系の面データを表４に、非球面データを表５に、各種データを表６に示
す。
【０１３３】
表　４（面データ）
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  面番号         r           d           nd         vd
    物面             ∞          ∞
     1         27.48992     0.80000     2.04300    38.6 
     2          6.19220     0.02000     1.52020    52.0 
     3*         4.80811     1.41610 
     4*         8.45130     1.60000     1.99537    20.7 
     5         18.53849        可変
   6(絞り)           ∞     0.35000
     7*         4.62706     2.50000     1.80359    40.8 
     8        -15.91353     0.40000     1.78516    25.6 
     9          4.02343     0.47690 
    10         15.81163     1.14410     1.72500    54.0 
    11        -15.81163        可変
    12         34.99100     1.52000     1.80000    45.0 
    13*       -30.87666        可変
    14               ∞     0.78000     1.51680    64.2
    15               ∞      （ＢＦ）
    像面             ∞
【０１３４】
表　５（非球面データ）

  第3面
   K=-1.17886E+00, A4= 6.20612E-04, A6=-6.65700E-06, A8=-6.22995E-07
   A10= 1.40014E-08, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第4面
   K= 0.00000E+00, A4= 1.12597E-04, A6= 1.75425E-06, A8=-6.64767E-07
   A10= 3.68503E-08, A12=-1.03330E-09, A14= 1.30341E-11 
  第7面
   K=-2.05998E-01, A4=-3.20154E-04, A6=-1.11471E-06, A8=-1.13233E-06
   A10= 7.42465E-08, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第13面
   K= 0.00000E+00, A4= 2.43820E-04, A6=-1.63193E-05, A8= 7.69455E-07
   A10=-1.63041E-08, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
【０１３５】
表　６（各種データ）

  ズーム比     3.49977
                広角      中間      望遠
  焦点距離       4.7500    8.7828   16.6239
 Ｆナンバー     2.89246   3.82407   5.72758
    画角        38.1769   22.4515   12.1033
    像高         3.6000    3.6000    3.6000
 レンズ全長     34.0220   29.8557   32.9688
    ＢＦ        0.89200   0.87048   0.90202
    d5          14.9238    6.0725    1.3560 
    d11          2.7747    8.0371   17.4929 
    d13          4.4244    3.8685    2.2108 
 入射瞳位置      7.4472    5.1723    3.0147
 射出瞳位置    -14.5597  -31.3683 1137.3171
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 前側主点位置   10.7370   11.5624   19.8818
 後側主点位置   29.2720   21.0729   16.3449
【０１３６】
（数値実施例３）
　数値実施例３のズームレンズ系は、図７に示した実施の形態３に対応する。数値実施例
３のズームレンズ系の面データを表７に、非球面データを表８に、各種データを表９に示
す。
【０１３７】
表　７（面データ）

  面番号         r           d           nd         vd
    物面             ∞          ∞
     1         24.53408     0.80000     2.04300    38.6 
     2          6.04631     0.02000     1.52020    52.0 
     3*         4.68657     1.61920 
     4*         9.53742     1.60000     1.99537    20.7 
     5         23.85129        可変
   6(絞り)           ∞     0.35000
     7*         4.51493     2.50000     1.80359    40.8 
     8       -269.37489     0.40000     1.82383    24.4 
     9          3.96156     0.47690 
    10         12.83734     1.14410     1.62000    60.3 
    11        -12.83734        可変
    12         12.29211     1.52000     1.80000    45.0 
    13*        35.99389        可変
    14               ∞     0.78000     1.51680    64.2
    15               ∞      （ＢＦ）
    像面             ∞
【０１３８】
表　８（非球面データ）

  第3面
   K=-7.10613E-01, A4=-7.98736E-05, A6= 1.53674E-05, A8=-1.69292E-06
   A10= 3.18739E-08, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第4面
   K= 0.00000E+00, A4= 1.12597E-04, A6= 8.66580E-06, A8=-1.13807E-06
   A10= 6.59708E-08, A12=-2.00175E-09, A14= 2.71141E-11 
  第7面
   K=-2.01825E-01, A4=-2.80634E-04, A6=-1.27289E-05, A8= 2.20840E-06
   A10=-2.54791E-07, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第13面
   K= 0.00000E+00, A4= 1.89647E-04, A6=-1.23088E-05, A8= 2.01591E-07
   A10=-4.94338E-10, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
【０１３９】
表　９（各種データ）

  ズーム比     3.49972
                広角      中間      望遠
  焦点距離       4.7500    8.7827   16.6237
 Ｆナンバー     2.89288   3.78620   5.78754
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    画角        38.1781   22.7740   12.1063
    像高         3.6000    3.6000    3.6000
 レンズ全長     34.0154   29.5435   33.3595
    ＢＦ        0.88961   0.88999   0.89508
    d5          14.8467    5.6504    1.3560 
    d11          2.7747    7.7388   18.5166 
    d13          4.2942    4.0541    1.3816 
 入射瞳位置      7.2924    4.9749    3.0768
 射出瞳位置    -13.4024  -25.4099 -349.3167
 前側主点位置   10.4637   10.8247   18.9114
 後側主点位置   29.2654   20.7608   16.7358
【０１４０】
（数値実施例４）
　数値実施例４のズームレンズ系は、図１０に示した実施の形態４に対応する。数値実施
例４のズームレンズ系の面データを表１０に、非球面データを表１１に、各種データを表
１２に示す。
【０１４１】
表　１０（面データ）

  面番号         r           d           nd         vd
    物面             ∞          ∞
     1         25.91019     0.70000     2.04300    38.6 
     2          6.05430     0.10000     1.52020    52.0 
     3*         4.77281     1.41290 
     4*         8.72756     1.60000     1.99537    20.7 
     5         20.46724        可変
   6(絞り)           ∞     0.35000
     7*         4.57489     2.50000     1.80359    40.8 
     8        -13.34287     0.40000     1.77580    25.9 
     9          3.93370     0.47690 
    10         15.60161     1.14410     1.69412    55.5 
    11        -15.60161        可変
    12         16.54798     1.52000     1.80000    45.0 
    13*      -370.90998        可変
    14               ∞     0.78000     1.51680    64.2
    15               ∞      （ＢＦ）
    像面             ∞
【０１４２】
表　１１（非球面データ）

  第3面
   K=-5.25608E-01, A4=-1.82342E-04, A6=-9.54918E-06, A8=-6.68605E-07
   A10= 1.05667E-08, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第4面
   K= 0.00000E+00, A4= 1.12597E-04, A6= 4.61008E-06, A8=-1.02101E-06
   A10= 6.35423E-08, A12=-1.91706E-09, A14= 2.43542E-11 
  第7面
   K=-2.13986E-01, A4=-3.10222E-04, A6=-1.71986E-06, A8=-1.16979E-06
   A10= 7.99040E-08, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第13面
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   K= 0.00000E+00, A4= 2.39644E-04, A6=-1.97517E-05, A8= 7.59724E-07
   A10=-1.36425E-08, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
【０１４３】
表　１２（各種データ）

  ズーム比     3.49974
                広角      中間      望遠
  焦点距離       4.7500    8.7828   16.6237
 Ｆナンバー     2.87483   3.81908   5.79322
    画角        38.1834   22.6056   12.1022
    像高         3.6000    3.6000    3.6000
 レンズ全長     33.2904   29.4147   32.7881
    ＢＦ        0.89040   0.87295   0.88870
    d5          14.4668    5.7703    1.3560 
    d11          2.7747    8.1634   18.0398 
    d13          4.1746    3.6242    1.5197 
 入射瞳位置      7.3262    5.0253    2.9921
 射出瞳位置    -14.0086  -31.4450  301.2670
 前側主点位置   10.5618   11.4213   20.5358
 後側主点位置   28.5404   20.6319   16.1644
【０１４４】
（数値実施例５）
　数値実施例５のズームレンズ系は、図１３に示した実施の形態５に対応する。数値実施
例５のズームレンズ系の面データを表１３に、非球面データを表１４に、各種データを表
１５に示す。
【０１４５】
表　１３（面データ）

  面番号         r           d           nd         vd
    物面             ∞          ∞
     1         19.22681     0.70000     2.04300    45.0 
     2          6.15032     0.10000     1.52020    52.0 
     3*         5.02498     1.93820 
     4*         8.93513     1.60000     1.99537    20.7 
     5         14.90959        可変
   6(絞り)           ∞     0.35000
     7*         4.61521     2.50000     1.80359    40.8 
     8        -15.70593     0.40000     1.77553    25.9 
     9          3.97638     0.47690 
    10         16.18965     1.14410     1.72500    54.0 
    11        -16.18965        可変
    12         17.58503     1.52000     1.80000    45.0 
    13*      -370.90998        可変
    14               ∞     0.78000     1.51680    64.2
    15               ∞      （ＢＦ）
    像面             ∞
【０１４６】
表　１４（非球面データ）

  第3面
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   K=-3.63343E-01, A4=-1.26985E-04, A6=-1.34630E-05, A8=-2.32286E-07
   A10=-6.58922E-09, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第4面
   K= 0.00000E+00, A4= 1.12597E-04, A6= 2.25264E-06, A8=-7.78013E-07
   A10= 5.38297E-08, A12=-1.77732E-09, A14= 2.30441E-11 
  第7面
   K=-2.11781E-01, A4=-3.08528E-04, A6= 1.12438E-06, A8=-1.76633E-06
   A10= 1.44457E-07, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第13面
   K= 0.00000E+00, A4= 1.97709E-04, A6=-1.57928E-05, A8= 5.67073E-07
   A10=-1.02113E-08, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
【０１４７】
表　１５（各種データ）

  ズーム比     3.49976
                広角      中間      望遠
  焦点距離       4.7500    8.7829   16.6238
 Ｆナンバー     2.88665   3.83463   5.80419
    画角        38.1860   22.6235   12.1231
    像高         3.6000    3.6000    3.6000
 レンズ全長     34.0225   30.1023   33.3547
    ＢＦ        0.89247   0.87556   0.89203
    d5          14.5523    5.8258    1.3560 
    d11          2.7747    8.2272   18.1635 
    d13          4.2938    3.6645    1.4340 
 入射瞳位置      7.6104    5.3675    3.3620
 射出瞳位置    -13.9187  -29.9140 1407.6125
 前側主点位置   10.8370   11.6450   20.1823
 後側主点位置   29.2725   21.3194   16.7309
【０１４８】
（数値実施例６）
　数値実施例６のズームレンズ系は、図１６に示した実施の形態６に対応する。数値実施
例６のズームレンズ系の面データを表１６に、非球面データを表１７に、各種データを表
１８に示す。
【０１４９】
表　１６（面データ）

  面番号         r           d           nd         vd
    物面             ∞          ∞
     1         17.50554     0.70000     2.04300    50.0 
     2          6.15586     0.10000     1.52020    52.0 
     3*         5.06944     2.18770 
     4*         8.84937     1.60000     1.99537    20.7 
     5         13.24454        可変
   6(絞り)           ∞     0.35000
     7*         4.69295     2.50000     1.80359    40.8 
     8        -12.81090     0.40000     1.76392    26.4 
     9          4.02477     0.47690 
    10         16.65587     1.14410     1.72500    54.0 
    11        -16.65587        可変
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    12         17.27127     1.52000     1.80000    45.0 
    13*      -370.90998        可変
    14               ∞     0.78000     1.51680    64.2
    15               ∞      （ＢＦ）
    像面             ∞
【０１５０】
表　１７（非球面データ）

  第3面
   K=-6.13487E-01, A4= 1.59426E-04, A6=-5.49164E-06, A8=-4.95398E-07
   A10= 5.50821E-09, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第4面
   K= 0.00000E+00, A4= 1.12597E-04, A6= 8.95911E-07, A8=-7.03680E-07
   A10= 4.50770E-08, A12=-1.37910E-09, A14= 1.67258E-11 
  第7面
   K=-2.13415E-01, A4=-3.13395E-04, A6= 3.53091E-06, A8=-2.21217E-06
   A10= 1.80810E-07, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第13面
   K= 0.00000E+00, A4= 1.68206E-04, A6=-1.21171E-05, A8= 3.88158E-07
   A10=-6.76080E-09, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
【０１５１】
表　１８（各種データ）

  ズーム比     3.49975
                広角      中間      望遠
  焦点距離       4.7437    8.7829   16.6017
 Ｆナンバー     2.88322   3.85413   5.83865
    画角        38.2267   22.6349   12.1357
    像高         3.6000    3.6000    3.6000
 レンズ全長     34.0253   30.5084   34.0272
    ＢＦ        0.89528   0.87996   0.89706
    d5          14.2385    5.7456    1.3560 
    d11          2.7747    8.4436   18.4678 
    d13          4.3581    3.6805    1.5476 
 入射瞳位置      7.6450    5.4737    3.5280
 射出瞳位置    -14.0425  -31.5619  452.8128
 前側主点位置   10.8822   11.8788   20.7397
 後側主点位置   29.2816   21.7254   17.4254
【０１５２】
（数値実施例７）
　数値実施例７のズームレンズ系は、図１９に示した実施の形態７に対応する。数値実施
例７のズームレンズ系の面データを表１９に、非球面データを表２０に、各種データを表
２１に示す。
【０１５３】
表　１９（面データ）

  面番号         r           d           nd         vd
    物面             ∞          ∞
     1         19.99024     0.70000     2.04300    38.6 
     2          6.08557     0.10000     1.52020    52.0 
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     3*         4.91743     1.88770 
     4*         9.21126     1.60000     2.14000    17.8 
     5         14.44696        可変
   6(絞り)           ∞     0.35000
     7*         4.56872     2.50000     1.80359    40.8 
     8        -10.36709     0.40000     1.76641    26.3 
     9          3.94230     0.47690 
    10         16.08897     1.14410     1.72500    54.0 
    11        -16.08897        可変
    12         14.60661     1.52000     1.80000    45.0 
    13*      -370.90998        可変
    14               ∞     0.78000     1.51680    64.2
    15               ∞      （ＢＦ）
    像面             ∞
【０１５４】
表　２０（非球面データ）

  第3面
   K=-1.06278E+00, A4= 5.27389E-04, A6=-1.86726E-05, A8= 6.83589E-07
   A10=-1.14214E-08, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第4面
   K= 0.00000E+00, A4= 1.12597E-04, A6=-1.67498E-06, A8=-4.49035E-07
   A10= 4.39497E-08, A12=-1.46118E-09, A14= 1.75177E-11 
  第7面
   K=-2.37886E-01, A4=-3.42689E-04, A6= 6.74014E-07, A8=-1.97696E-07
   A10=-1.18705E-07, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
  第13面
   K= 0.00000E+00, A4= 3.70976E-04, A6=-2.88771E-05, A8= 1.19630E-06
   A10=-2.25095E-08, A12= 0.00000E+00, A14= 0.00000E+00 
【０１５５】
表　２１（各種データ）

  ズーム比     3.49973
                広角      中間      望遠
  焦点距離       4.4883    8.7833   15.7079
 Ｆナンバー     2.86064   3.95472   5.85384
    画角        39.7750   22.4303   12.6895
    像高         3.6000    3.6000    3.6000
 レンズ全長     32.2337   29.1555   32.5999
    ＢＦ        0.88893   0.86640   0.88746
    d5          13.3326    4.8668    1.3560 
    d11          2.7747    8.8321   17.7249 
    d13          3.7788    3.1315    1.1728 
 入射瞳位置      7.1907    4.9031    3.2776
 射出瞳位置    -14.1148  -42.3391  108.6256
 前側主点位置   10.3364   11.9008   21.2757
 後側主点位置   27.7454   20.3722   16.8919
【０１５６】
　以下の表２２に、各数値実施例のズームレンズ系における各条件の対応値を示す。
【０１５７】
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表　２２（条件の対応値）
【表１】
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【産業上の利用可能性】
【０１５８】
　本発明に係るズームレンズ系は、デジタルスチルカメラ、デジタルビデオカメラ、携帯
電話機器、ＰＤＡ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓｔａｎｃｅ）、監視
システムにおける監視カメラ、Ｗｅｂカメラ、車載カメラ等のデジタル入力装置に適用可
能であり、特にデジタルスチルカメラ、デジタルビデオカメラ等の高画質が要求される撮
影光学系に好適である。
【図面の簡単な説明】
【０１５９】
【図１】実施の形態１（実施例１）に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態を示すレンズ
配置図
【図２】実施例１に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態の縦収差図
【図３】実施例１に係るズームレンズ系の望遠端における、像ぶれ補正を行っていない基
本状態及び像ぶれ補正状態での横収差図
【図４】実施の形態２（実施例２）に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態を示すレンズ
配置図
【図５】実施例２に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態の縦収差図
【図６】実施例２に係るズームレンズ系の望遠端における、像ぶれ補正を行っていない基
本状態及び像ぶれ補正状態での横収差図
【図７】実施の形態３（実施例３）に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態を示すレンズ
配置図
【図８】実施例３に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態の縦収差図
【図９】実施例３に係るズームレンズ系の望遠端における、像ぶれ補正を行っていない基
本状態及び像ぶれ補正状態での横収差図
【図１０】実施の形態４（実施例４）に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態を示すレン
ズ配置図
【図１１】実施例４に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態の縦収差図
【図１２】実施例４に係るズームレンズ系の望遠端における、像ぶれ補正を行っていない
基本状態及び像ぶれ補正状態での横収差図
【図１３】実施の形態５（実施例５）に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態を示すレン
ズ配置図
【図１４】実施例５に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態の縦収差図
【図１５】実施例５に係るズームレンズ系の望遠端における、像ぶれ補正を行っていない
基本状態及び像ぶれ補正状態での横収差図
【図１６】実施の形態６（実施例６）に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態を示すレン
ズ配置図
【図１７】実施例６に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態の縦収差図
【図１８】実施例６に係るズームレンズ系の望遠端における、像ぶれ補正を行っていない
基本状態及び像ぶれ補正状態での横収差図
【図１９】実施の形態７（実施例７）に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態を示すレン
ズ配置図
【図２０】実施例７に係るズームレンズ系の無限遠合焦状態の縦収差図
【図２１】実施例７に係るズームレンズ系の望遠端における、像ぶれ補正を行っていない
基本状態及び像ぶれ補正状態での横収差図
【図２２】実施の形態８に係るデジタルスチルカメラの概略構成図
【符号の説明】
【０１６０】
Ｇ１　第１レンズ群
Ｇ２　第２レンズ群
Ｇ３　第３レンズ群
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Ｌ１　物体側レンズ素子
Ｌ２　透明樹脂層
Ｌ３　像側レンズ素子
Ｌ４　第４レンズ素子
Ｌ５　第５レンズ素子
Ｌ６　第６レンズ素子
Ｌ７　第７レンズ素子
Ｌ８　平行平板
Ａ　絞り
Ｓ　像面
１　ズームレンズ系
２　撮像素子
３　液晶モニタ
４　筐体
５　主鏡筒
６　移動鏡筒
７　円筒カム

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】



(41) JP 2009-300919 A 2009.12.24

10

フロントページの続き

(72)発明者  宮武　義人
            大阪府門真市大字門真１００６番地　松下電器産業株式会社内
(72)発明者  石丸　和彦
            大阪府門真市大字門真１００６番地　松下電器産業株式会社内
Ｆターム(参考) 2H087 KA02  KA03  KA22  LA01  MA08  MA14  NA07  PA04  PA19  PB06 
　　　　 　　        QA02  QA06  QA07  QA17  QA21  QA25  QA32  QA34  QA41  QA46 
　　　　 　　        RA05  RA12  RA13  RA36  RA42  RA43  SA14  SA16  SA19  SA62 
　　　　 　　        SA63  SA64  SB03  SB14  SB22  UA00  UA01 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

